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○過去４度に亘る商工会議所へのヒアリングを経て、商工会議所の意見を数多く盛り込ん
でいただいたことに感謝。

○行政手続簡素化の取り組みが始まり１年が経ったが、おおよそ当所が要望した方向で検
討が進んでおり、商工会議所は高く評価。

Ⅰ．行政手続部会とりまとめ（平成30年４月24日公表）について

日商意見(平成28年12月) 「行政手続部会とりまとめ」(平成30年４月)に盛り込まれた主な事項

①
行政自らが手続の総量を把握したうえで一律20％
の削減目標（メルクマール）を設定する

年間３億4727万時間（8831億円分）が事業者の行政手続コストである
ことを把握。今般の取組により、毎年7700万時間（1958億円分）の削
減効果が見込まれる（削減率22.2％）

② 「原則」と「例外」を逆転する発想で削減する 未実現

③ 書類の提出先をワンストップ化する
ハローワーク、労働基準監督署、日本年金機構における統一様式の適
用およびワンストップ受付窓口の設置

④
国が地方自治体向けの統一様式を作成し､その使
用を徹底する

規制改革推進会議タスクフォースにおいて検討。あらゆるルートを通
じて、地方自治体への協力を依頼

⑤
ＩＣＴ、マイナンバーの情報連携機能を活用して
効率化する

行政への入札・契約時における登記事項証明書、納税証明書、営業経
歴書、誓約書、役員等名簿、財務諸表等の添付書類の提出不要化

⑥ 手続期間を均一化・短縮化する
役員変更登記等は、24時間以内の処理を目指している法人設立より審
査事項が少ないことも踏まえて目標を設定

⑦
行政手続きの簡素化が図られた分の手数料を引き
下げる

電子申請案件に対する優先処理や手数料の引下げなどを始め、電子申
請への移行に対するインセンティブの付与が必要

１．「行政手続部会とりまとめ」において、重点９分野に加え、「行政への入札・契約に
関する手続の簡素化」と「税・社会保険オンライン・ワンストップ」が盛り込まれた。

２．当所意見の大半が「行政手続部会とりまとめ」に反映。
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（１）補助金の申請書類を「原則３枚以内」とすること

○補助金の申請書類を「原則３枚以内」とし、必要があれば、上限枚数を定め
たうえでそれ以上の枚数を認めることを、全省庁共通のルールとすること。

○実績報告書の体裁、関係書類の保存など、補助事業の手続全体を通した見
直しも必要。
（例）厚労省のキャリアアップ助成金は概ね１５枚程度。さらに添付書類として、就業規則、賃金台帳、労働者名簿等も必要。

（２）生前に営業者の地位を譲渡する際の手続を簡素化すること

○飲食店、旅館、理容院、美容院、クリーニング店等を営む個人事業者が生前
に営業者の地位を譲渡する場合、新規開業の手続が必要となる。また、死亡
により営業者の地位を承継する際、店を継ぎたくても、孫の場合は新規開業
の手続が必要になる。円滑な事業承継を推進するため、相続の場合と同様
に簡素化すること。
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①開業にあたって保健所に相談したうえで、食品取扱者
の検便（保菌検査）を実施

②食品営業許可申請書
③営業設備の大要（平面図および案内図）
④食品衛生責任者の資格を証明するもの
⑤申請手数料
⑥水質検査成績書（井戸水等を使用する場合）
（②～⑥を保健所に提出）
⑦保健所による施設基準に適合しているかの現地確認
⑧営業許可証交付

＜新規開業の場合＞＜相続の場合＞

①許可営業者の地位の承継届
②営業許可証の原本
③戸籍記載事項証明書の原本
④（相続人が２人以上いる場合）同意書
を保健所に提出するのみ

食品営業許可申請書

営業施設の大要
（平面図および案内図）

許可営業者の地位の承継届

【参考１】相続の手続と新規開業の手続との違い（飲食業、埼玉県の場合）
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【参考２】営業者地位承継資格の確認書



登録免許税

150,000円

(72.7％)

定款認証料

50,000円

(24．2％)

登記簿謄本

3,000円(1.5%)

謄本交付料

2,000円(1.0%)
印鑑証明書

1,350円(0.7%)

（３）行政手続を行う際の手数料を引き下げること

５

・資本金980万円、従業員数５名の情報提供サービス
業を設立した際の費用（約20万円）内訳

○例えば、法人設立登記は、「未来投資戦略2018」において、2020年度中に、
24時間以内に完了することとなったが、公証人による定款の面前確認が残
り、かつ、５万円の手数料がかかるため、創業者にとって大きな負担となっ
ている。手数料の積算根拠を検証し、引き下げるべきである。

（出典）2018年４月30日 朝日新聞朝刊



【参考】人員の過不足状況について

2016

年不足

55.6%

2015

年不足

50.3%

2017

年不足

60.6%

2018年
不足
65.0%

2018年 過剰:1.6%（2017年:2.3%、2016年:3.8%、2015年:3.5%）

2018年
過不足なし

33.0%

出典：日商「人手不足等への対応に関する調査」（2018年６月７日）

n =2,673

６

○「未来投資戦略2018」に盛り込まれたデジタル・ガバメントは、行政機関の生産性
向上と働き方改革に不可欠な基盤であり、煩雑で大量な行政手続を強いられる
国民や人手不足に悩む事業者にも多大な恩恵。

○商工会議所は、「デジタルファースト法案」の早期成立を強く望む。

Ⅱ．デジタル・ガバメントの実現

国・地方が連携して旧来の制度・業務フロー・慣習を一掃し、デジタルを前提とした新しい
社会への大転換を図るべく、「デジタルファースト法案」に以下の事項を盛り込むとともに、
国民や事業者がデジタル・ガバメントの便利さを実感できるプロジェクトを推進ことを要望す
る。

・すべての行政手続のデジタル化および行政機関間の情報連携等を通じた添付書類の
撤廃

・行政手続における出頭・対面の原則廃止
・署名・押印に代わる、デジタル技術を用いた本人確認の原則化
・手数料支払いのキャッシュレス原則化およびデジタル化に伴う手数料の引き下げ
・国・地方を通じた業務改革・業務標準化とデジタル化の徹底
・マイナンバーカードの普及加速
・できるだけ簡易な形での電子認証手段の確立
・中小企業を含むすべての事業者が容易にデジタルで手続できるようにするための行政
システムAPIの整備・提供

・法人設立、従業員の社会保険・税、子育て・引越し・介護・死亡・相続といった手続のオ
ンライン・ワンストップ化

デジタル・ガバメントの実現に向けた緊急提言（抄）（日商・経団連・同友会、2018年６月）


